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（放課後等デイサービスの基本報酬区分②） 

問1 1 7 年度の途中で、指標該当の障害児の割合が変更した場合、割合が変わ

るたび体制届けを提出することになるのか。また、割合の変更に伴い、

基本報酬の区分を変更することは可能か。 

（答） 

放課後等デイサービスの基本報酬区分については、前年度の実績に基づき判断

することとしているため、増改築等の事由を除き、１年間（４月１日から３月３

１日まで）適用すること。 

 

（放課後等デイサービスの基本報酬区分③） 

問1 1 8 受給者証の更新等に伴い、指標該当の有無に変更があった場合、その

適用は遡る必要はあるのか。 

例えば、６月１日に指標該当なしから該当ありになった場合、５月31

日以前も該当ありとして取り扱うのか。 

（答） 

指標に該当しているかどうかは、当該障害児が利用した日時点で判断し、遡っ

て適用することはしない。 

事例については、５月 31 日以前は指標に該当する障害児にはあたらないとし

て算出することになる。 

 

（４）障害児入所支援 

（みなし規定に係る報酬の取扱い） 

問1 1 9 障害児入所施設の指定を受けていることをもって、障害者支援施設又

は療養介護の指定基準を満たすものとみなすなどのいわゆる「みなし規

定」について、福祉型は平成 33 年３月 31 日まで延長し、医療型は恒久

化したが、報酬の取扱いに変更はあるのか。 

（答） 

報酬の取扱いについては、平成30年障害福祉サービス等報酬改定においては、

特段変更はなく、現行どおりの取扱いとなる。 

 

（地域移行加算） 

問1 2 0 地域移行加算については、福祉型障害児入所施設のみ、他の社会福祉

施設等に入所する場合も算定可能となったが、その趣旨如何。 

（答） 

福祉型障害児入所施設においては、「みなし規定」の適用を平成 33 年３月 31

日までとしており、その期限までに入所中の過齢児をグループホーム等への地域

移行又は障害者入所施設等への入所を行う必要があるため、福祉型障害児入所施
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設にのみ他の社会福祉施設等に入所する場合も算定可能とした。ただし、留意事

項通知に示したとおり、当該取扱いは平成33年３月31日までの措置である。 

 




